
．経済学研究科の履修について

１．人材の養成に関する目的

経済学研究科は、経済現象を論理的に分析する能力を持ち、基礎的な研究や実践的フィールドワ

ークを通じ、経済学の先進的研究を理解した上で、専門知識を社会の中で効果的に応用し、主体的

に行動できる自立性を兼ね備えた人材を育成する。また、留学生制度を通じ、外国と日本の双方の

経済圏において活躍する国際的経済人を育成する。

２．学位授与方針

（ ）応用経済学専攻

（知識・理解）

経済学の基礎理論を習得している。

政策提言のための知見を提示することができる高度な理論的分析手法あるいは実証的分析

手法を身に付けている。

文献研究や判例研究を通した実践的知識を有する。

アジアを中心とする地域産業や流通に関する専門的知識を有する。

（思考・判断）

現実の経済現象および社会現象についての課題に対する洞察力と判断力を有する。

専門分野における高い識見を有し、実務における的確な判断力を有する。

（関心・意欲）

積極的に、様々な現実問題に経済学的視点から取り組む意欲を有する。

専門知識を基礎として、経済活動に対する深い関心を有する。

（態 度）

国際化や多様化する現代の社会や組織において、自主性や協調性を持って自己の役割を果た

す意欲を有する。

社会に対する高い使命感を持ち、職業倫理に基づいた健全な判断力を身に付けている。

（技能・表現）

自ら研究計画を立案し、問題発見から解決策の提示にいたる過程を論文としてまとめるこ

とができる。

自らの考えを効果的に主張することのできるプレゼンテーション能力とともに、他者の考

えを把握して討論することのできるコミュニケーション能力を有する。

３．教育課程編成・実施方針

（ ）応用経済学専攻

応用経済学専攻は、経済学の基礎的素養を修得するための「コア科目」と、 つの応用分野（「商

学・流通」「地域・アジア・国際」「租税」「会計」「金融」「政策」）に分類される「専門科目」で

編成される。「コア科目」では、経済学の基礎的知識と実証的分析手法を修得し、「専門科目」で

は、修士論文執筆に必要な各応用分野の専門的知識と実証研究の手法を修得する。また、研究指

導・論文指導を通じ、修士論文の作成と共に、実践力となるプレゼンテーション能力とコミュニ

ケーション能力を養う。なお、税務のスペシャリスト養成の観点から、税理士試験科目免除を目

的とする税法論文に役立つ専門科目を充実し、税法研究者・実務経験者による論文指導を行う。

４．履修する科目について

応用経済学専攻では、専攻科目として経済学研究特論、論文指導科目として経済学研究演習が

あります。修了に必要な単位（ 単位）の履修にあたっては、以下の点に注意してください。

①経済学研究演習については、研究指導担当教員の開講科目 科目 単位を必ず履修する。

なお、税理士試験の税法科目等の一部免除の特例の適用を受けるための税法論文の作成を目指

す者（以下、税理士志望者とする）は、租税法または国際租税法担当教員の指導を受けなけれ

ばならない。

②経済学研究特論については、 単位以上を履修する。なお、必修科目であるコア科目につい

ては、 科目中 科目 単位以上を選択して履修する必要がある。

．特定課題研究について

経済学研究科応用経済学専攻では、「修士論文」に替えて「特定課題研究最終報告書」を選択

することができる。ただし、税理士志望者は「修士論文」の作成が必須である。
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．応用経済学専攻の授業科目

応用経済学専攻《修士課程》

科目区分 年度科目名
必修選択
区分

単位 学年

各コースの推奨科目
修了要件

（必要単位数）経済

専門

企業
マネジ
メント

会計
・
税務

専
攻
科
目

経
済
学
研
究
特
論

コ
ア
科
目

マクロ経済学 選択必修 ○ ○ ○

４単位
ミクロ経済学 選択必修 ○ ○ ○

計量経済学 選択必修 ○ ○ ○

経済経営データ分析 選択必修 ○ ○ ○

応
用
科
目

経済数理分析 選択 ○

単位

応用マクロ経済学 選択 ○

応用ミクロ経済学 選択 ○ ○

応用計量経済学 選択 ○

国際金融理論 選択 ○

国際金融市場論 選択 ○

金融経済論 選択 ○

応用金融経済論 選択 ○

経済学専門文献研究（基礎編） 選択 ○

経済学専門文献研究（発展編） 選択 ○

環境経済学 選択 ○

環境政策論 選択 ○

流通経済論 選択 ○

地方財政論 選択 ○

ベンチャー企業論 選択 ○

東アジア経済論 選択 ○

労働経済学 選択 ○

現代社会政策論 選択 ○

租税法総論 選択 ○

租税法各論 選択 ○

国際租税法総論 選択 ○

国際租税法各論 選択 ○

リーガルリサーチ 選択 ○

財務諸表論 選択 ○

税務会計論 選択 ○

消費税法 選択 ○

国税通則法 選択 ○

所得税法 選択 ○

相続税法 選択 ○

マーケティング論 選択 ○ ○

会計学 選択 ○ ○ ○

論
文
指
導

科
目

経
済
学

研
究
演
習

応用経済学演習１ａ 必修 ○ ○ ○

単位
応用経済学演習１ｂ 必修 ○ ○ ○

応用経済学演習２ａ 必修 ○ ○ ○

応用経済学演習２ｂ 必修 ２ ○ ○ ○

修了に必要な単位数および履修上の注意事項

〇修了に必要な単位数： 単位
（経済学研究特論から 単位：うちコア科目を 単位、
経済学研究演習から ８単位：応用経済学演習 ・ および応用経済学演習 ・ ）

○研究指導教員の科目を順次履修すること。
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